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関 係 団体 御中

事務連絡

平成25年 9月 30日

厚生労働省保険局医療課

［診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の

留意事項について」等の一部改正について

標記について、 別添のとおり地方厚生（支）局医療課長、都道府県民生主管部（局） 国民健

康保険主管課 （部） 長及び都道府県後期高齢者医療主管部（局）後期高齢者医療主管課（部）

長あて通知したのでお知らせします。



保医発0930第 4号
平成25年 9月30日

殿

地 方厚生（ 支）局医療課 長

都道府県民生主管部（局）

国民健康 保険主管課（部） 長

都道府県後期高齢者医療主管部（局）

後期高齢者医療 主管課 （部）長

厚生労 働省保険局医療課長

（ 公印 省略 ）

厚生労働省保険局歯科医療管理官

（公 印省略）

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の

留意事項について」等の一部改正について

今般、特定保険医療材料及びその材料価格（材料価格基準） （平成20年厚生労働省告

示第61号）の一部が平成25年厚生労働省告示第298号をもって改正され、平成25年10月

1日から適用すること とされたことに伴い、下記の通知の一部を別添のとおり改正し、
同日から適用することとするので、その取扱いに遺漏のないよう、貴管下の保険医療機

関、審査支払機関等に対して周知徹底を図られたい。

記

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上回の留意事項についてJ（平成24
年 3月 5日保医発0305第 1号）の一部改正について

別添 1

「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項についてJ（平成24年 3
月5日保医発0305第 5号）の一部改正について

別添2

「特定保険医療材料の定義についてJ（平成24年 3月 5日保医発0305第 8号）
の一部改正について

別添 3



「診療報酬の算定方法の」部改正に伴う実施上の留意事項についてJ
（平成24年 3月 5日保医発0305第 1号）の一部改正について

1 別添 1の第 2章第4部第 3節E2 0 2の（ 9 ）を次のように改める。

~ 

( 9) MR  I対応型ベースメーカ一、 MR I対応型植込型除細動器又はMR I 

対応型両室ベーシング機能付き植込型除細動器を植え込んだ患者に対して
MR  I撮影を行う場合、別に厚生労働大匠が定める施設基準に加えて、日
本医学放射線学会、日本磁気共鳴医学会、日本不整脈学会が定める「MR 

I対応植込み型デバイス患者のMR I検査の施設基準j を満たす保険医療
機関で行うごど D

2 別添 1の第 2章第 4部第 3節 E2 0 2の（10）を次のように改める。
(10) MR  I対応型ベースメーカ一、 MR I対応型植込型除細動器又はMRI 

対応型両室ベーシング機能付き植込型除細動器を植え込んだ患者に対して
MR  I撮影を行う場合は、患者が携帯している当該機器を植え込んでいる
ととを示すカード（製造販売業者が発行する「条件付きMR I対応ベース
メ←カーカード」、「条件付きMR I対応 Ic Dカード」又は「条件付きM
R I対応CRT-DカードJ）を確認し、そのカードの写しを診療録に貼
付するとと。

3 別添 1の第 2章第10部第 1節第 8款K595に次のように加える。
( 3 ) 磁場によるナピゲーションシステムを用いて心筋焼灼術を行った場合は、

本区分「 2Jの所定点数を算定する。ただし、次の要件のいずれにも該当
する保険医療機閣において実施された場合に算定する。なお、届出は本通
知別添様式 1により提出するとと。

ア 循環器科及び麻酔科を標携している病院であること。
イ’ 経皮的カテーテル心筋焼灼術を年間50例以上実施していること。
ウ 循環器科についての専門の知識及び 5年以上の経験を有する常勤の医

師が 2名以上配置されており、、とのうち 1名以上は不整脈についての専
門的な研修の経験を 5年以上有していること。
エ 麻酔科の標楊医が 1名以上配置されていること。
オ 緊急手術が可能な体制を有していること。

カ 常勤の臨床工学技士が 1名以上配置されていること。
キ 当該療養に用いる機器について、適切に保守管理がなされていること。

4 月iJ添 1の第2章第10部第 1節第8款K6 1 5に次のよ うに加える。
( 4) 血管内塞栓材を用いて血管塞栓術を行った場合は、本区分 r1 Jの所定
点数に準じて算定する。

5 J:liJ添 1の第2章第10部第 1節第10款K768に次のように加える。
( 3 ) 体外衝撃波勝石破砕桁を行った場合は、本区分の所定点数に準じて算定
する。

( 4) 体外衝撃波醇石破砕によっては所期の目的が達成できず、他の手術手技

を行った場合の費用は、所定点数に含まれ別に算定できないロ



( 5 ) 体外衝撃波醇石破砕術の施設基準は、区分番号 「K768」体外衝撃波
腎 ・尿管結石破砕術の施設基準に準じて、本通知別添様式 2により提出す
ること。

( 6 ) 体外衝撃波梓石破砕術に当たって、消耗性電極を使用した場合は、区分
番号 「K9 3 8 J体外衝撃波消耗性電極加算を算定するこどができる。

． ， 



別添様式1

1 

磁場によるナピゲーションシステムを用いた心筋焼灼術の
施設基準に係る届出書添付書類

標携診療科（施設基準に係る標携科名を記入すること。）

科

2 経皮的力テーテル心筋焼灼術の実施症例数 伊l

医師の氏名 経験年数 不整脈について

3 循環器科の常勤医師の 5年以上の経験
氏名等（2名以上）

年 有 ． 無

年 有 ． 無

4 麻酔科標楊医の氏名 ． 

5 常勤の臨床工学技士の氏名

6 緊急手術が可能な体制 （有 ． 無 ）

7 保守管理の計画 （有 ． 無 ）

［記載上の注意］

1 「2Jは、 50例以上が必要であること。また、当該症例一覧 （実施年月目、 手術名、患

者の性別、年齢、主病名）を「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの

取り扱いについてJ（平成24年3月5日保医発0305第 3号）別添 2の格式52により添付

すること。

2 「3Jの医師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、「特掲診療料の施設基準等及

びその届出に関する手続きの取り扱いについて」 （平成24年3月 5日保医発0305第3号）

別添 Zの様式4を添付すること。

また、当該医師の経歴 （当該病院での勤務期間、当該診療科の経験年数がわかるもの）

を添付すること。

3 「4J について、麻酔科標椀許可書の写しを添付すること。

4 当該手術に用いる機器の保守管理の計画を添付すること。

5 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。



別添様式2

体外衝撃波膝石破砕術の施設基準に係る届出書添付書類

※ 該当する届出項目にOを付けること

iす2 1欝 ． 
平方メートル

緊 急 時のための手術室 平方メートル

緊急検査が可能な検査体制 （ 有 ． 無 ）
当該診療科の医師の氏名等

常勤医師の氏名 臆石症に関する

専門知識 経験年数
． 

有 ． 無 年

有 ． 無 年

有 ． 無 年

有 ． 無 年

有 ’ 無 年

有 ． 無 年

常時（午前0時より午後12時までの間） 日勤 名 当直 名

待機医師 その他 （ 名

当該医療機関内で‘常時（午前0時より午後12時までの問）実施で、きる検査に係る機器

検 査 一般的名称 承認番号 台数

生化学的検 査

－ ・

血液学的検 査

微生物学的検査

画 像 RるJ占、 断

［記載上の注意］

1 「担当医師Jの氏名、 勤務の態様及び勤務時間について、「特掲診療料の施設基準等及

びその届出に関する手続きの取り扱いについて」 （平成24年 3月5日保医発0305第 3号）

別添 2の様式4を添付するこ と。なお、次のいずれに該当する常勤医師であるかについ

て備考欄に記載すること。

－体外衝撃波障石破砕術を担当する医師



＝隣石治壌に関し、専門の知識及び少なくとも 5年以上の経験を有する専門医

また、担当医師の経歴（当該病院における勤務、当該治療に係る経験年数がわかるも

の）

を添付すること。

2 当該治療が行われる専用の施設の目置図及び平面図を添付すること。

3 当該地域における必要性を記載した理白書を添付すること。

4 当該届出！立、病院である保険医療機関のみ可能であることロ



「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項についてJ
（平成24年 3月 5日保医発0305第 5号）の一部改正について

1 Iの3に次のよう に加える。
(99) パノレーン拡張型人工生体弁セット

匿回

ア バルーン拡張型人工生体弁セッ トは以下のいずれにも該当する場合に限り算
定できる。なお、届出は本通知別添様式3により提出する こと。
a 循環器科及び心臓血管外科を標携している病院であること。
b 以下のいずれにも該当する こと。
i 緊急開心 ・胸部大動脈手術の経験があること。
並 大動脈弁置換術（大動脈基部置換術を含む）を年間20例以上実施してお
り、かつ、大動脈に対するステント グラブ ト内挿術を年間10例以上実施し
F亡し、ること。

iii 冠動脈に関する血管内治療（ P C I ）を年間100例以上実施しているこ
と。
iv 経食道心エコー検査を年間200例以上実施していること。
c 5年以上の循環器科の経験を有する常勤の医師が 3名以上配置されてお
り、かつ、5年以上の心臓血管外科の経験を有する常勤の医師が 3名以上配
置されているとと。
d 5年以上の心血管インターペンショ ン治療の経験を有する常勤の医師が 1
名以上配置されている とと。 なお、cに掲げる医師と 同ーの者であっても差
し支えない
e 関係学会より 認定された施設であることを託する文書の写しを添付するこ
と。

イ 以下のいずれも満たす手術室を有していること。
a 設置型透視装置を備えていること。
b 高性能フィノレタを使用して空気浄化を行い、周辺諸室に対して適切な空気
庄と気流の方向を維持しているこ と。
c 必要な設備及び装置を清潔下で使用できる十分なスペースがあること。
d 速やかに開胸手術に移行可能であること。
ウ 術中経食道心エコー検査、 経皮的心肺補助装置及び緊急関心・胸部大動脈手
術が実施可能であること。
エ 実際の手技に当たって、5年以上の循環器科の経験を有する常勤の医師と5
年以上の心臓血管外科の経験を有する常勤の医師がそれぞれ 1名以上参加する
こを。
オ 関係学会の策定する実施施設基準を遵守する こと。
カ バノレーン拡張型人工生体弁セッ トを用いて経皮的大動脈弁置換術を行った場
合は、区分番号 「K556-2J経皮的大動脈弁拡張術の点数に準じて算定す
る。
キ 自己大動脈弁弁尖の硬化変性に起因する症候性の重度大動脈弁狭窄を有し、
かつ、 外科的手術を施行することができず、本品による治療が当該患者にとっ
て最善であると判断された患者に使用する場合に限り算定できる。

2 （別紙） 057の問中 「大腿骨側材料 ・人工骨頭用 ・バイポーラカップJを「大腿骨



側材料・人工骨頭用・バイポーラカップ（ I ) Jに改め、同（8］の次に次のように加え
る。

（日） 大腿骨側材料・人工骨頭用・バイポーラカップ（ II) 
人工股関節HB-8 2 

3 （別紙） 058の（4）の次に次のように加える。
(4「2) 大腿骨側材料・片側置換用材料（III) 人工膝関節KH-4-2  

4 （別紙） 061の（引の③中「標準・下顎骨・骨盤再建用」を「標準・下顎骨・骨盤再
建用・標準型Jに改め、同③の次に次のように加える。
③ 2 標準・下顎骨・骨盤再建用・三次元型 固定用内面lj子・ F2-b-2

5 （別紙） 073の（7）の次に次のように加える。
(7引 横止めスクリュー・特殊型 髄内釘・ F4-f-3



別添様式3

バルーン拡張型人工生体弁セットの施設基準に係る届出書添付書類

1 標携診療科（施設基準に係る標権科名を記入すること。）
科

2 緊急関心・胸部大動脈手術の実施症例数 伊l

． 

3 大動脈弁置換術（大動脈基部置換術を含む。）の実施症例数 伊l
大動脈に対するステントグラフト肉挿術 例

4 冠動脈に関する血管内治療 （PCI）の実施症例数 伊l

5 経食道心エコー検査の実施症例数 伊l

6 当該診療科の常勤医師の氏名等

常勤医師の氏名 診療科名 当該診療科の経験年数

． 

． 
． 

． 
． 

［記載上の注意］

1 「2J （ま緊急開IL＼，胸部大動脈手術の経験を必要であること。また、当該症例一覧 （実

施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）を「特掲診療料の施設基準等及びその

届出に関する手続きの取り扱いについてJ（平成24年3月5日保医発0305第 3号）別添 2

の棟式52によ り添付すること。

2 「3J lま大動脈基部置換術を含む大動脈弁置換術が20例以上、 かつ、大動脈に対するス

テントグラフト内挿術が10例以上必要であること 。また、当該症例一覧 （実施年月日、



手術名、患者の性別、年齢、主病名）を「特掲診療料の施設基準等及びその届出に関す

る手続きの取り扱いについて」（平成24年3月5日保医発0305第 3号）別添 2の様式52に

より添付すること。

3 「4」は冠動脈に関する血管内治療が100例以上必要であること。また、当該症例一覧

（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）を「特掲診療料の施設基準等及び

その届出に関する手続きの取り扱いについて」（平成24年3月5日保医発0305第3号）別

添 2の様式52により添付すること。

4 「5Jは経食道心エコー検査が200例以上必要であること。また、当該症例一覧（実施

年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）を「特掲診療料の施設基準等及びその届

出に関する手続きの取り扱いについてJ（平成24年3月5日保医発0305第 3号）月lj添2の

様式52により添付すること。

5 「6」の常勤医師の氏名、勤務の態棟及び勤務時間について、「特掲診療料の施設基準

等及びその届出に関する手続きの取り扱いについて」（平成24年3月5日保医発0305第 3

号）別添2の様式4を添付すること。

6 当該届出は、病院である保険医療機関のみ可能であること。



「特定保険医療材料の定義について」（平成24年 3月 5日
保亘発0305第 8号） の一部改正について

~ 

1 別表のEの057の（2）中 「7区分j を 「8区分」に、「合計21区分j を「合計22区分j
に改める。

2 別表のEの057の（3）の＠を⑫とし、⑫の次に次のように加える。
⑫ 大腿骨側材料 ・人工骨頭用 ・バイ ポーラカップ （Il ) 
次のいずれにも該当すること。
ア 人工骨頭挿入術の際に、ステムヘッドの沼動面確保を目的にステムヘッド

と組み合わせて使用する骨頭形成用カップであること。
イ 摩耗粉を軽減するための以下の加工等が施されている ものであって、その
趣旨が薬事法承認事項又は認証事項に明記されていること c
ビタ ミンEが添加されていること。

3 5J!J表のEの057の（3）の⑫のイ 中 「⑫から⑬までJを 「⑪から⑬及び＠Jに改め、⑬
のイ中 「⑫、⑬及び⑫j を 「⑪、⑬、⑫及び⑫j に改め、 ⑬のウ中 「⑪、⑬及び⑫j
を「⑪、⑬、⑫及び＠」に改め、 ⑪のイ中「⑬か ら⑫まで」 を 「⑬から③までJに
改める。

4 Jjlj表のEの058の（2）中「 5区分Jを「6区分Iに、「合計14区分j を 「合計15区分J
に改める。

5 別表のEの058の（3）の⑤に次のよう に加える。

エ ⑥に該当しないこと D

6 別表のEの058の（3）の⑬を⑮とし、⑬のイ中 「⑬Jを 「⑬Jに改め、⑬を⑪とし、
⑫を⑬とし、⑪のイ中「⑫」 を「⑬Jに改め、⑪を⑫とし、⑮を⑪と し、⑨を⑬と

し、③を⑨とし、⑦を③とし、⑥のエ中「⑦」を「③」に改め、⑥を⑦とし、⑤の
次に次のように加える。
⑥ 大腿骨恨！J材料・片側置換用（皿）
次のいずれにも該当すること。

ア 膝関節の機能を代替するために大腿骨側に使用する材料であること。
イ 置換する部位が片側置換用（左右又は前後の片側）であること。
ウ 固定方法が間接固定である こと。
エ 摩耗粉を軽減するための以下の加土等が施されているものであって、その

趣旨が薬事法承認事項又は認証事項に明記されていること。
材質が表面酸化処理ジルコニワム合金であること。

7 別表のEの061の（2）中 「8区分j を 「9区分Jに、「合計16区分Jを 「合計l7区分j
に改める。

8 別表のEの061の（3）の⑤のイ中 「6区分Jを 「7区分j に、 「合計 8区分j を 「合

言十 9区分」に改める。



9 別表の Eの061の（3）の⑨のイの出中「標準・下顎骨・骨盤再建用」を「標準・下顎

骨・骨盤再建用・標準型」に改め、同iiiのb中「 i及び註」を「 i、証及びiv」にも
改める。

10 別表の Eの061の（3）の③のイの泊中
し、 viの b中「 v」を「viJに改め、
次に次のように加える。

「viJを「viiJ 
viを羽iとし、

に改め、岨をほとし、 v量をv面左

vをviとし、討を vとし、 iiiの

iv 標準・下顎骨・骨盤再建用・三次元型

次のいずれにも該当すること。

a 下顎骨の再建に使用されるIプレートであるこ左。

b 予め使用部位の骨の解剖学的な形状を有していること。
c iから世に該当しなし、とど。

11 別表の Hの073の（2）中「 2区分」
に改める。

を 「3区分J ·~ I」、 「合計8区分Jを 「合計 9区分」

12 

13 

14 

15 

別表の Hの073のけ）の⑤のイ中「⑦」 を 「⑦及び⑧Jに改めるロ

別表のEの073の（3）の⑤を⑪とし、③を⑨とし、⑦の次に次のように加える。
③ 横止めスクリュー・特殊型

次のいずれにも該当するとと。

ア 髄内釘に専用で使用される螺子であるこ左。

イ 上腕骨近イ立側に挿入し、骨折部の回旋防止に使用するものであるとと。

ウ 螺子のヘッド部分に他の螺子を挿入するためのスクリューホ「／レを有して
いること。

別表の Eの117の（2）を次のように改める。
(2) 機能区分の考え方

－植込可能な部位、電極機能の有無等により、 E型（ 1区分） 、
W型（ 1区分）及びV型（ 2区分） 、の合計6区分に区分する。

別表の Eの117の（引を次のように改める。
( 3) 機能区分の定義

① 植込型除細動器（ II型）

次のいずれにも該当することロ

ア 腹部に植え込み、使用するものであること。

E型 ( 2区分）、

イ 除細動器本体が除細動用電極の機能を有しないものであること。
② 植込型除細動器（ill型）・標準型
次のいずれにも該当すること。

ア 胸部に植え込みが可能なものであること。

イ 除細動器木体が除細動用電極の機能を有すてるものであると左。

ウ 除細動放電パノレスが二相性であるとと。

エ ③から⑥に該当しないこと D

③ 植込型除細動器（ill型） ・MR I対応型



次のいずれにも該当する こと。

ア 胸部に植え込みが可能なものであること。
イ 除細動器本体が除細動用電極の機能を有するものであるこ 左。
ワ 除細動放電パノレスが二相性であること。
エ 本品を植え込んだ患者において、 撮像可能条件に適合する場合に1.5テス

ラの装置によるMR I検査が可能となる構造 ・機能を有するものであるこ
と。
オ ④から⑤に該当しないこと。
④ 植込型除細動器 （IV型）
次のいずれにも該当すること。
ア 胸部に植え込みが可能なものであること。
イ 除細動器本体が除細動用電極の機能を有するものであるこ左。
ワ 心房、 心室両方に電気刺激を与えるデュアノレチャンパ徐脈ベーシング機能
を有するものである こと。
工 房室伝導監視型心室ベーシング抑止機能を有 しないものであること。

⑤ 植込型除細動器 （V型）・ 標準型
次のいずれにも該当する こと。
ア 胸部に植え込みが可能なものであるこ と。
イ 除細動器本体が除細動用電極の機能を有するものであること。
ウ 心房、心室両方に電気刺激を与えるデュアノレチャンパ徐脈ベーシング機能

を有するものである こと。
工 房室伝導監視型心室ベーシング抑止機能を有するものであることロ

オ ⑤に該当しないこと。
⑥ 植込型除細動器（V型） ・MR  I対応型
次のいずれにも該当すること。
ア－胸部に；植え込みが可能なものであること。
イ 除細動器本体が除細動用電極の機能を有するものであること。
ワ 心房、心室両方に電気刺激を与えるデュアルチャンパ徐脈ベーシング機能
を有するものである こと。
工 房室伝導監視型心室ベーシング抑止機能を有するものであること。

オ 本品を植え込んだ患者において、 撮像可能条件に適合する場合に1.5テス
ラの装置によるMR I検査が可能となる構造 ・機能を有するものである こ
と。

16 別表のEの144の（2）を次のよ うに改める。
(2) 機能区分の考え方
リー ドの構造等により 、単極又は双根用（2区分）及び4極用（ 1区分）の合
計 3区分に区分する。

17 別表の Eの144の（3）を次のように改める。
( 3) 機能区分の定義

① 単極又は双極用 ・標準型
次のいずれにも該当する こ左。
ア 接続する左室リードの電極が単極又は双極である こと。
イ ②に該当しないこ と。

② 単極又は双極用 ・MRI対応型



次のいずれにも該当すること。
ア 接続する左室リー ドの電極が単極又は双極であるこ左。
イー本品を植え込んだ患者において、撮像可能条件に適合する場合に1.5テス
ラの装置によるMR I検査が可能となる構造・機能を有するものである こ
と。

③ 4極用
接続する左室リードの竜僅が4極であると左ロ

18 別表のEに次のように加える。
182 バノレーン拡張型人工生体弁セット
定義
次のし吋ミれにも該当すること。

(1°) 薬事法承認又は認証上、類別が 「機械器具（ 7）内臓機能代用器Jであって、
一般的名称が「経カテーテノレウシ心のう膜弁jであること。
(2）狭窄した心臓弁に対し、 パノレーンカテーテルを用いて経皮的に人工弁を留置
すること を目的と した人工生体弁セッ トであること。

183 血管内塞栓材
定義
次のいずれにも該当する こと。
{ 1) 薬事法承認又は認証上、類別が「機械器具 （51）医療用噛管及び体液誘導管j

であって、 一般的名称が「中心循環系血管内塞栓促進用補綴材」及び「血管内
塞栓促進用補綴材j であること。
(2) 出血に対して、カテーテノレを経由して血管内の適用部位に到達させ、血流遮
断又は塞栓を形成することを 目的とするものであること。



（参考）

「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について」（平成24年3月5日保医発0305第1号）の一部改正について

改正後

別添 1

医科診療報酬点数表に関する事項

第2章特掲診療料

第4部画像診断

第3節 コンピューター断層撮影診断料

E202 磁気共鳴コンピューター断層撮影（MRI撮影）

(1）～（ 8 ) （略）

(9) MR  I対応型ベースメーカー、 MRI対応型植込型除細動器

又はMRI対応型両室ベF シング機能付き植込型除細動器を植

え込んだ患者に対してMRI撮影を行う場合、 Jjljに厚生労働大臣

が定める施設基準に加えて、日本医学放射線学会、日本磁気共鳴

医学会、日本不整脈学会が定める rMRI対応植込み型デバイス

患者のMRI検査の施設基準」を満たす保険医療機関で行うこ

と。

(10) MR  I対応型ベ」スメーカ一、 MRI対応型植込型除細動器

又はMRI対応型両室ベーシング機能付き植込型除細動器を植

え込んだ患者に対してMRI撮影を行う場合は、患者が携帯して

いる当該機器を植え込んで、いることを示すカード（製造販売業者

が発行する「条件付きMRI対応ベースメーカーカード」、 「条

件付きMRI対応Ic Dカード」又は「条件付きMRI対応CR 
T-DカードJ）を確認し、そのカードの写しを診療録に貼付す

ること。

第 10部手術

（傍線の部分は改正部分）

現 行

別添 1

医科診療報酬点数表に関する事項

第2章特掲診療料

第4部画像診断

第3節 コンピューター断層撮影診断料

E202 磁気共鳴コンピューター断層撮影 （MRI撮影）

(1）～（ 8) （略）

(9) MR  I対応型ベースメーカーを植え込んだ患者に対してMR

I撮影を行う場合、別に厚生労働大臣が定める施設基準に加え

て、日本医学放射線学会、日本磁気共鳴医学会、日本不整脈学

会が定める「MRI対応植込み型デ、パイスE患者のMRI検査の

施設基準Iを満たす保険医療機関で行うこと。

(10) MR  I対応型ベースメーカ←を植え込んだ患者に対してMR

I撮影を行う場合は、患者が携帯している当該機器を植え込ん

でいることを示すカード（製造販売業者が発行する「条件付き

MR  I対応ベースメ←カーカード」）を確認し、そのカー ドの写

しを診療録に貼付するとと。

第 10部手術



第 1節手術料

第8款心・脈管

K595・経皮的カテーテノレ心筋焼灼術

( l）～（ 2) （略）

( 3) 磁場によるナピゲーションシステムを用いて心筋焼灼術を行

った場合は、本区分 r2 Jの所定点数を算定する。ただし、次の
要件のいずれにも該当する保険医療機関において実施された場

合に算定する。なお、届出は本通知別添様式1により提出するこ

L 
ア循環器科及び麻酔科を標楊している病院であること。

イ 経皮的カテーテノレ心筋焼灼術を年間 50例以上実施している

よよL
ウ 循環器科についての専門の知識及び5年以上の経験を有す

る常勤の医師が2名以上配置されており、このうち 1名以上は

不整脈についての専門的な研修の経験~ 5 年以上有している

よよι
エ麻酔科の標樽医が1名以上配置されていることG

オ緊急手術が可能な体制を有していることn

カ 常勤の臨床工学技士がl名以上配置されているととn

キ 当該療養に用いる機器について、適切に保守管理がなされて

し、ること。

K615 血管塞栓術

( 1）～（ 3) （略）

( 4) 血管内塞栓材を用いて血管塞栓桁を行った場合は、本区分「1J 

の所定点数に準じて算定する。

第 10款 尿路系 ・面Jj腎

K768 体外衝撃波腎 ・尿管結石破砕桁

( 1)～（ 2) （略）
ー

－ 

第 1節手術料

第8款 心・ 脈管

K5Y5 経皮的カテーテノレ心筋焼灼術

( 1）～（ 2) （略）

K615 血管塞栓術

第 10款 尿路系 ・副腎

K768 体外衝撃波腎 ・尿管結石破砕術

( 1）～（ 2) （略）



( 3) 体外衝撃波牒石破砕術を行った場合は、本区分の所定点数に準

じて算定するの

(4) 体外衝撃波膿石破砕によっては所期の目的が達成できず、他の

手術手技を行った場合の費用は、所定点数に含まれ別に算定でき

主どL
( 5) 体外衝撃波砕石破砕術の施設基準は、区分番号 IK7 6 8 J体

外衝撃波腎・尿管結石破砕術の施設基準に準己て、本通知~lj添様

式2により提出すること。

( 6) 体外衝撃波醇石破砕桁に当たって、消耗性電極を使用した場合

は、区分番号「K93 8 J体外衛撃波消耗性電属加算を算定する

ことができる。



別添犠式 1

磁場によるナビゲーションシステムを用いた心筋焼灼術の

施設基準に係る届出書添付書類

1 楊憾診樹ヰ白笹錨陸lこ係る楊轡絡を記入すること。）

~ 
2 経皮的カテーテj川、街鹿町荷の掲包胡1撒 伊j

医師の氏名 経験年数 ヰ型車両ご~＇｛＂て

3 循環桝の常富国初 5年比O湾獄

氏名等 （2名以上j 年 有・無

生 有・無

4 麻桝繍調吾の陥

． 
5 常御酒諒Z明支土の民名

6 緊急者肋句能な体制 （有 無）

7 保持宅哲切言恒 （有 ． 無 ）

［記載よの注意］

, 「2」は、 50例以上が必要であること。また、当該症例一覧（実

施年月日、手術名、患者の性別、 年齢、主病名）を「特掲診療科の

施設基準等及びその届出に関する手続きの取り扱いについてJ （平

成24年3月5日保医発0305第3号）別添2の様式52により添付す

ゑ三主L
2 の態織及び 聞について、 「特



診蝿料の施設基準等及びその届出に聞する手続きの取り扱いについ

てj （平成 24年3月5日保直発 0305軍3号）別添2の樟式4巷添

付すること。

また、当該医師の経歴（当該病院での勤務期間、当該診療科の経

験年数がわかるもの）巷添付すること。

3 f4Jについて、 麻酔科栂僧許可書の写し巷添付すること。

4 当該手術に用いる機器の保守管理の計画を添付すること。

5 当接届出は、 病院である保険医癒櫨聞のみ可能であること。



． ． 
別添械式2

， ． 
． 

体外衝撃波艇石破砕術の施設基準に係る届出書添付書類 ． ． 

※ 該当する届出項目にOを付けること ． 

当該療法

撃専を行用室う
平方メートル

． 
緊急時的たftp)手術室 平方メートル

緊急験査が可能な検査榊l （有・無）
． ． ． 

当該診棟科の盛軍刀氏名等
． ，． 

’ 
勝石症に関する

．． 
常盟国初氏名

尊F時麓 経験年数
． 

有・無 年
． 

． 有・無 年 ， 

有・無 年

有・無 年

有・無 年
． 

有・無 空

常時（特有0時より午後12時まで 自動 名 当直 名

堕宣 その他 （ 名

衛錨湾市

当調盟蝿樹現有で常畦（今布JO時より午後12時まで0荒昂戴ぜできる検薗こ係る機器

検査 一側号名称 承認番号 台数

生｛出向性鐙 ． 



血液判犠査

微生物勃切鐙

亘盤鐙

［記載上の注意］

1 「担当匿師1の氏名、勤務の態犠及び勤務時間について、 「特掲

診療料の施設基準等及びその届出に闘する手続きの取り扱いについ

て」 （平成24年3月5日保医発0305第3号）別添2の様式4を添

付することa なお、次のいずれに設当する常勤医師であるかについ

て備考欄に配載すること。

－体外衝撃波降石破砕術を担当する医師

・能石治療に闘し、 専門の知識及び少なくとも5年以上の経験を有

する奪門医

また、担当医師の経歴 （当該病院における勤務、 当該治療に係る

経験年数がわかるもの）を添付すること。

2 当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付するこ

主L
3 当該地域における必要性を記離した理由：奮を添付すること。

4 当詰届出は、 宿院である保院医療機関のみ可能であること。



3 

（参考）

「特定保険医療材料の材料価格算定に関する留意事項についてJ（平成24年3月5日保医発 0305第5号）の一部改正について

（傍線の部分は改正部分）

改正 後 現 ti 
診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第 59号）（以下「算定 診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）（以下 「算定

方法告示」とし、う。）局lj表第一医科診療報酬点数表に関する事項 方法告示」どし、う。）別表第一医科診療報酬点数表に閲する事項

在宅医療の部以外の部に規定する特定保険医療材料（フィノレムを除く。） 3 在宅医療の部以外の部に規定する特定保険医療材料（フィルムを除く。）

に係る取扱い に係る取扱い

倒バルーン拡張型人工生体弁セット

ア パノレーン拡張型人工生体弁セヱトは且下のいてれにも該当士る場

合に限り算定できるaなお、届出は本通知別添様式3により提出す

ること。

a 循環器科及び心臓血管外科を樫梯している病院であることE

b 以下のいずれにも該当することE
胃

l 緊急関心・胸部大動脈手術の経験があること目

ii 大動~~弁置換術 〔大動脈基部置換術を含む）を年E司 20 例J込上

実施しておりョかっ当大動脈に対するステントグラフト内唾桁

を年同 10例以上実施しているこどg

iii 冠動廊に関士る血管内治療〔PC I）を年間 100~~以上実施
． 

していることg

iv 経食道心エコー検査を年間 200例以上実施していることη

c 5年記』上の循環器科の経験を有士る常勤の医昭が3名砧と配置

されており、かっ、 5年以上の心臓血管外科の経験を査する常勤

の医師が3名以上配置されていること2

d 5年以上の心血管インターペンション治療の経験を有する常勤
． 

，の医師が 1名以上記置されていること。なお、 cに掲げる医師と

同ーの者であっても去し支えないロ

e 関係学会より問、定された施設であることを証する文書の写しを

添付するととg ． 



イ 以下のいずれも満たす手術室を有していることの

a 設置型透視装慨を備えているとと。

b 高性能フィノレタを使用して空気浄化を行い、問辺諸室に対して

滴切な空気圧と気流の方向を維持していること

c 必要な設備及び装慨を清潔下で使用できる十分なスペースがあ

主主主L
d 速やかに開胸手術に移行可能であることの

ウ 街中経食道心エコー検査、 経皮的心肺補助装置及び緊急開心 ・胸

部大動脈手術が実施可能であるこL
エ 実際の手技に当たって、5年以上の循環器科の経験を有する常勤

の医師と 5年以上の心臓血管外科の経験を有する常勤の医師がそれ

ぞれ1名以上参加するこど。

オ 関係学会の策定する実施施設基準を連事守すること。

カ パノレーン拡張型人工生体弁セッ トを用いて経皮的大動脈弁置換術

を行った場合は、 区分番号 「K556-2」経皮的大動脈弁拡張術

の点数に準じて算定する。

キ 自己大動脈弁弁尖の硬化変性に起因する症候a陀の重度大動脈弁狭

窄を有し、かつ、外科的手術を施行することができず、本品による

治療が当該患者にとって最善である左判断された患者に使用する場

合に限り算定できる。

． 



別添椋式3

バルーン拡張型人工生体弁セットの施設基準に係る届出書添付書類

1 標梼診療科（施設基準に係る標梼科名を記入すること。）

科

2 緊急関心・胸部大動脈手術の実施症例数 例

3 大動脈弁置換街 （大動脈基部置換術を含む。）の実施症例数 例

大動脈に対するステントグラフト内挿術 例

4 冠動脈に関する血管内治療（PCI)の実施症例数 例

5 軽食道心エコー検査の期健例数 ・ 例

6 当該診療科の常勤医師の氏名等

常勤医師の氏名 ｜ 登壇型査 当該診療科の経験年主主

［記舷上の注意］

1 「2Jは緊急開心・ 胸部大動脈手術の経験を必要であること。ま

た、当詰症例一貫 （実施年月目、手術名、患者の性別、 年齢、主痛

名）を「特掲診療料の~設基準等及びその届出に関する手続きの取



り扱いにヲいてj （平成24年3月5日保医発 0305第3号）別添Z

の犠式52により添付すること。

2 「3Jは大動脈基部置換街を含む大動脈弁晋憤術が20例以上、か

っ；大動脈に対するステントグラフト肉挿術が10例以上必要である

こと。また、当該症恒二重（実施年月日、手術名、患者の性別、年

齢、 主病名）を 『特掲診療料の施設基準等及びその届出に関する手

続きの取り扱いについてJ （平成24年3月5日保医発0305第3号）

別添2の犠式52により添付すること。

3 「4』は冠動脈に附する血管内治療が100例以上必要であること。

また、当該症例一室（実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主

病名）を「特掲診療料の施設基準等及びその届出に糊する手続きの

取り扱いについて1 （平成24年3月5日保医発0305第3号）別添

2の様式52により添付すること。

4 r 5Jは経食道心エコー検査が200例以上必要であること。また、
当該症例一覧 （実施年月日、手術名、患者の性別、年齢、主病名）

を「特棉診療料の施詮基準等及びその届出に闘する手続きの取り扱

いについて』 （平成24年3月5日保医発0305~宮3 号）男lj添 2の様

式52により添付すること。

5 r5」の常勤医師の氏名、勤務の態様及び勤務時間について、『特

撞診蝿料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取り設いにつ

いてJ （平成24年3月5日保医発 0305第3号）別添2の様式4を

添付すること。

6 当該届出は、 病院である嘩院医療機関のみ可能であること。



「特定保険医療材料の材料価格算定に関する筒意事項について」 （平成24年3月5日保医発0305第5号） （ ~IJ紙）の 部改正について

改正後

()llj紙）

告示名

057人工股関節用材料

(l）骨盤＇IM材料・臼差形成Illカフプ〔l〕 ’繍f担型

（ト2）骨鑑側材料・臼蓋形成｝目カップ（ I) ・特蘇型（！）

(l→3）骨盤側材料ー臼蓋形成周カシプ（ I) ・特蘇出（目）

(H）骨舷側材料・臼董形成周式I＇；／プ（！） ・特殊型（ill)

(2）骨盤側材料・自重形成用刀γプ（日）

(2-2）骨盤(lj材料・カ；yプ・ 7イナ←一体型（II)

(2 3）骨盤側材料・ :JJγプーライナー一体型（Ill)

(3）骨盤側材料・ライナー（！）

〔32）骨盤側材料・ライナー（Ill)

(3 3）骨盤訓＇I材料・ライナー（IV)

(3-4）骨豊富測材料・ 7イナー（V)

(M）骨盤側材料・ライナ←（VI)

(3-6）骨盤側材料・ライナー（Vll)

(4）大島骨倒材料・大E遺骨ステム（ I) ・ t覇市型

(4-2）大鹿骨側材料・大腿骨ステム（I) ・特易型

(o）大風骨!al材料・大島骨ステム（日）

(6〕大関骨ill材料・大腿骨ステムへγV・大腿骨ステムへγ戸（！）

(6-2）大腿骨00材料・大腿骨ZデムへYドE 大島骨ステムヘジド（II〕

(7）大鹿骨側材料・人工骨頑周・モノポ」ラ:iJ';Iプ

（日〕大腿骨側材料・人工骨顕m・パイ＞J：←ラカァプ斗i上
(8 2）大隈骨但Itオ料 人工骨~！！悶ーパイポーラカップ (Il)

(9) 単純人工骨UJI

口五日人I股関節胤材料

（！〕太腿骨{II材料・全置倶m材料〔I)
(2）大風骨倒材料・全置換用材料（II〕

(2-2）大風骨IP.（材料・全慣換!11材料（日）

(3）大風骨側材料.II倶｜置換用材料（！）

（心太鹿骨骨材料片側置侯用材料（II)

[4-Z）大胆骨側紛糾片側置梅周紛糾 Orrl

(5）【履骨慎j材料金置換m材料（！） 4車期型
(IトZ〕思骨倒材料金置換用材料 (.I) 特殊型

(6）腔骨側材料・全置換用材料（II)

略称

人工股関！）HA-l

人工放加盟~HA-1-2

人工股関節目A-1 3 

人工股関節HA 1-4 

人工股凶節目A 2 

人工股関節目A-2-2

人工股関節目A-2-3 

人工股関節HA 3 

人工股関節HA-3 -2 

人工股関節目A 3 3 

人工股関節目A 3 4 

人工股関節1-!A-3-5

人工股関節目A-3一日

人工股関節HF-4 

人工股関節HF-4-2

人士股関節IIF-5

人工股関節H!<--6 

人工股関節目F 6 2 

人工股関節HMー7

人工股関節HB-8 

人工股閣宣告HE一日－ 2

人工股関節目E 9 

人工裁関節KF 1 

人工At関節KF-2 

人工膝関節KF 2 2 

人工膝関節KH-3

人了膝関節KH-4

ムエ虚血鐙長Ed 二三

人工藤関節KT-5

人プ政関節KT-5 2 

人工島産関節KT一日

現

（別紙）

告示'1'1

057人工股関節用材料

（！）骨盤側材料・日蓋形成!ll:JJ：：－プ（！） ・傑準型

(1-2）骨盤側紛糾・白益形成周カγプ（！） －特殊型（！）

()-J）骨盤側併料・臼蓋形成月iカップ（ I] ’特殊型（且）

(1寸）骨銀側材料・ 臼蓋形成周カ町yプ（ I〕 ・特殊型（!Il)

(2）骨盤側材料・臼蓋形成周カシプ（II)

(2-2）骨盤側材料・カップ・ライナ一 体型（II〕

(Z-3）骨盤側材料.jJ Yプ 7イナ一一体坦 （皿〕

(3）骨盤面｜材料ーライナー（ I)

(3-2）骨盤情材料・ヲイナー（ill)

(3 3）骨盤側材料・7イナー（IV〕

(3-4）骨盤側材料・ライナ~（VJ

(3-5）骨盤債l材料・ライ「ー（VI〕

(3-6）骨盤慨材料・ 7イナー（Vll)

（＇，）太S遺骨骨J材料・火腿骨λテム（！） ・4覇市型

(4 2）六腿背側材料・大島骨zテム（！） ・特蘇型

(5）大反骨側材料・大風骨旦テム（II)

〔6）大腿骨側材料ー大風骨ステムヘγ ド・大風骨:Arムへッド〔I〕

‘行

(6 2）大図骨側材料ー大風骨Zデムヘシ ド・大島骨スアムへγ ド（II)

(7）大腿骨側材料人工骨顕周・ー壬j））：←ヲカップ

(8）大庭骨倒材料・人工骨頭矧’パイポ←ラカyプ

(9）単純人工骨尉

05B人工島事関節用材料

(l］火Jl!胃側材料・全世換用材料（！）

(2）大腿骨倒材料・全置~Ill紛糾［ II 〕

(2-2）大周骨00材料・全置換用材料（lll)

(3］大座骨倒材料・肘i阿賀換用初料（！）

(4〕大腿骨側紡料・片側置後月i釘料（II)

(fi〕但骨倶It才料・全置換用材料（！〕 ・4軍期型

(5-2）腔骨倒材料’全置換月j材料（！） ・特轟型

(6）腔骨倒併科ー全置換用材料 III〕

（参考）

（イ芳線の部分は改正部分）

略称

人工股関節目A-1

人工股関節HA-1 - 2 

人工股関節HA 1 3 

人工股関節目A-1-4

人工股関節HA-2

人工股関節HA-2-2

人工股関節目A-2-3

人工~凶節HA 3 

人工~関節HA-3- 2

人工股関節HA 3 3 

人工股関餅HA-3 4 

人工股関節HA-3 5 

人工股閣節HA-3-6 

人工股閣節HF-4 

人工股閣節HF-4-2 

人工放閣節目F-5

人工股l銅賞ntti•-ti

人工股関節lIF-6-2 

人工股関節目M 7 

人エ脱Jle'll!:'iIIB「目

人：l:Ml関節目E一日

人士服凶節KF l 

人了』側節KF 2 

人工股関節KF-2-2 

人工股関節Kl【－ 3

人工族関節K1-l 4 

人工膝関節KT 5 

人工膝関節KT-5-2

人工接関節KT-6 



告示名 略称 告示名 略¥j:

(7 ） 胆骨~！材料 ・ j十個J置換用材料（ I ) 人工接関節KH-7 (7）胆骨骨材料 片i.ll置線用材料 （！） 人工膝関節KHー7

（且）鹿骨側材料・対側園t換Ill材料（ll) 人工膝関節KH-8 (8）腔骨側材料・片側慣換用材料（ll) 人工』喜朗~KH B 

(9）膝蓋骨材料 ・膝蓋骨llli'!lJll材料 （I) ． 人工膝関節KP-9 （日｝ 線道骨初料・膝蓋ii"置換用材料 （I) 人工臓側節K}'-9 

(10）削除 (lo）削除

(Hr-2）歳釜骨材料ー膝気骨置換用材料 （瓜〕 ． 人工旗開l!!iKl'-lO 2 ([()-2）膝愛骨材料 ・膝蓋骨自E換用材料 （皿） 人了政 調節Kp-10-2 

(ICH ) n1J存在 ¥l0-3）削除

Cl l）インサート（ I) 人工島幸関節KI -l l (J l）インサ←ト （！） 人コ：縁関節KI 1 1 ． 
(12）インサート（11) 人工勝関節KI -1 2 (12）インサー ト（II) 人工島幸関節KI ・-1 2 

061 V.J定Jll内信l子（プレート｝ 061凶定月l内面］子 （プレ｝ト｝

(!)Aトレートプレ←ト（生体用合金I・ SJ 間li:m内i1l・下 ・FC-1 s (I）ストレー トプレート（主主体用合金1・S) 固定用内田1子 ・Fc-1-s 

(2〕ストレー トプレート（生体用合金 I・ L) 固定用内WI子 ・FC-1-L (2）ストレートプレート（！J：ニ体用合金I・ L) 凶it用内』~J子 ・ FC-1-L 
’ － 

(3) A トレー トプレート（生体用合金Il・ S) 区；；：用内1111子 ・FC-2・ s (3) ；；＜.トレートゾレート｛生体則合金E・S) 図):i'.ffi内£＇11子 ・Fc-2-s 

(4）メトレートプレー ト｛生体)II合金II・L) ． 固定Ill内制二｛・・ F C-2ーL (4）ストレートプレ」ト（生体m合金Il・ L) 凶Jtlll内側二千・FC-2-1-

(5）有角プレート（生体則合金 I) 四JE!ll内面’lテ・F!)- I (5）街角プレ｝ト｛主主体!fl合金I) 凶定JIJf向島l子 ・FDー1

(6) 1r角プレート （生体用合金U) ’R 同定1・1内』面J子 ・F1)-2 (6）有角プレート（生体Jll合金II) 匹1定用内1611子 ・FD 2 

(7）’骨焔用プレート 〔生体用合金I) 問Ji'用内副・了ー・FE-1 (7）骨泊用プレート〔f主体}IJ合金 I) 凶定用内！！＇I子 ・FE l 

(8）骨鋭Jllプレート〔生体Ill合金Ill 関定j日内AIFf・.FE-2 （司） 骨量E周プレー ト（~主体JH合金Il ) 固定用内l'J子 ・FE-2 ． 
(9）その他のプレート (9）その他のプレ｝ ト

(I）標準 ・I官骨、頭蓋骨、a画面骨、上下J.ti骨用 ・ストレート型・JI.iii却 凶定J!l内面1J子・ Fz-,-1 。） ！車~ · lit骨、』項ii骨、 顔而骨、上下型買骨用・ λ ト レー ト型 ・ 具J冨盟 固定周内陸l子 ・F2 a-1 

C2H車~·Ill骨、 刷費骨、 a高官6骨‘ 上下顎骨in ・ メ ッシュ型 固定m内~J子 F2-a-2 ． ② 官官摺 .I百骨.iii!蓋骨、創而骨、上下駅骨周 ・メyシ.....型 凶l主用内削ニ子・F2 ・－2
① 領t控・ 下型買骨・骨盤再建!ft二J&I.盗型 悶li"J!J内耐子 ・F2-b ③ t;湘・ 下顎骨ー骨盤1'i~m 固定)!I内面lドT守 ・F2-b

rnニ2 ~塗 · ID金 合主主重注m · ＝た孟~ 国立血栓l匝H:・i::a-u 2 

＠ 線準・人工額関節用 関ltlllP.:iiH・ ・ F 2 -c @) i扇情・ 人工顎関節用 凶I主用内回l子 ・F2-u

＠ 標it'!・頑a骨閉鎖Jll.パーホール型 固定rn内j,¥ljチ・ 1o・2-d-1 CiH軍司匹・頭蓋骨閉鎖用・パーホ←ル型 閃ii!用内11'1子 ・F2-ii-l 

＠ 保田E・願書E骨閉鎖周 ・クランプ雰l 凶;E}jj内届1j子 ・F2--d-2 ＠ 保母 .jlfli:甘閉劇111・タランプ担 凶定Ill内ii子 ・FZ-d-2

＠ 特長聖・骨延長周 l.IJ定}J］内~1－下 ・ r z - c ⑦ 特殊・骨延長Ill 固定Ill内陸j子 ・F2. " 

＠ 特殊 ・A？目立一非使>n'M 固定刻内~）チ ・ I•・ 2 --f R 特担軽ースヂ リュー非使用型 固定刻内陸l子 ・F2-f

073樋内釘 ． 073鑓内釘

(l）舗内if.一般型 髄内sr・F4ー飢 (l）値内事r. 般弓1 髄内事f · F 4 - •

(2）随内if・犠止め"I! 随内事f目 }o'4-b (2）髄内事f・4黄止め型 髄内高T• F4-b 

(3）髄内釘・太腿f~額約型 随P.Jir・ F 4 -c (3）舗内釘 ・大鹿骨頭部!ri ． M内釘・l'4-c 

(1) Ii内直r・集来型 箇内釘・F4-d (4）舗内釘・集来型 舗内釘・F4-d

(5）箇内釘・可変延長引 Ii内書f・ F 'I-c (5）鍵内釘ー可変延長型 鎚内事I・F4-e 

(6) ~員』I：めA ＇／リョー ·~！！！！型 随内釘・ F4-l-l (6）領」I：めス夕日ュー・4車規型 髄内釘・1・4-I l 
． 

(7）繍JI：めスクリ－＂.ー ・大腿骨顕部型 E車内直7・F4--f-2 (7)械化めスクジュー・大腿骨鎖的型 髄内釘 F4-f-2 

立二2）鎗 1l:~スH 1ー ・ 笠殊＇.＼＼ 並皇位二＿u.ιiニ .；！.

(8）ツγシャ｝ ・ナシト
． 

脳内釘・ F4-j (8）ワシシャー ・ナァ ト 箭内面T• F 4-i 

(9）位置I~線表示装置 （プロープ ・ドリル） 崎内幸f• I' <1-:. - (9）位慣情線表示装置 ｛プロープ・ドりJレ｝ 髄内BT・F1-k 



（参考）

「特定保険医療材料の定義について」（平成24年3月5日保医発0305第8号）の一部改正について

（傍線の部分は改正部分）

改正後 現 行

（別表） （目lj表）

II 医科点数表の第2章第3部、第4部、第6部、第9部、第10部及び第11I II 医科点数表の第2章第3部、第4部、第6部、第9部、第10部及び第11
部に規定する特定保険医療材料（フィルムを除く。）及びその材料価格

057 人工股関節用材料

(1) （略）

(2) 機能区分の考え方

人工股関節は、骨盤側材料又は大腿骨{lllj材料に大別し、次に規定する

固定方法、使用目的及び構造によりそれぞれ骨盤側材料（13区分）、

大腿骨側材料（8区分）及び単純人工骨頭（1区分）の合計22区分に

区分する。

固定方法の違い

直接固定 （略）

間接固定 （略）

(3) 機能区分の定義

①～⑮（略）

⑪ 大腿骨側材料・大腿骨ステムヘッド (I)

次のし、ずれにも該当すること。

ア（略）

イ 盛から盛までに該当しないこと。

⑮ 大腿骨側材料・大腿骨ステムヘッド（II)

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

ウ ⑪、⑮、⑫及び＠に該当しないこと。

⑮ 大腿骨側材料・人工骨頭用・モノポーラカップ

部に規定する特定保険医療材料（フィルムを除く。）及びその材料価格

057 人工股関節用材料

(1) （略）

(2) 機能区分の考え方

人工股関節は、骨盤側材料又は大腿骨組I］材料に大別し、次に規定する

固定方法、使用目的及び構造によりそれぞれ骨盤側材料（13区分）、

大腿骨側材料（7区分）及び単純人工骨頭（1区分）の合計.n.区分に
区分する。

固定方法の違い

直接固定 （略）

間接固定 （略）

(3) 機能区分の定義

①～⑮（略）

⑪ 大腿骨側材料・大腿骨ステムヘッド（ I)

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ 豊から盆までに該当しないことロ

⑬ 大腿骨イJl.IJ材料・大腿骨ステムヘッド（II)

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

ウ ⑪、⑬亙立盛に該当しないこと。

⑬ 大腿骨組lj材料・人工骨頭用・モノポーラカップ



次のいずれにも該当するとと。

ア（略）

イ ⑪、⑬」盆孟立宣に該当しないこと。

＠ 大腿骨側材料 ・人工骨頭用 ・バイポーラカ ップ（ I)

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ ⑫から⑮ゑ笠盛に該当しないこと。

＠ 大腿骨側材料 ・人工骨頭用 ・バイポーラカップ（II)

次のいずれにも該当するとと。

ア 人工骨頭挿入術の際に、ステムヘッドの摺動面確保を目的にステ

ムヘッドと組み合わせて使用する骨頭形成用カップであることロ

イ 摩耗粉を軽減するための以下の加工等が施されているものであ

って、その趣旨が薬事法承認事項又は認証事項に明記されているこ

よL
ビタミンEが添加されていること。

盛単純人工骨頂

人工骨頭挿入術に用いる専用ステムであって、ステムとステムヘッ

ド部が一体となっており、分離不能な構造となっているものであるこ

と。

058 人工膝関節用材料

(I) （略）

問 機能区分の考え方

人工膝｜姐節は、大腿骨側材料、 腔骨側材料、膝蓋骨材料及びインサー

トに大別し、次に規定する使用部位及び固定方法の違いにより、それぞ

れ大腿骨側材料（立区分）、腔骨側材料（5区分）、膝蓋骨材料（2区分）

及びインサート（2区分）の合計15区分に区分する。

①～② （略）

(3) 機能区分の定義

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ ⑪、⑬亙笠盛に該当しないこと。

⑫ 大腿骨側材料 ・人工骨頭用 ・パイポ←ラカップ

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ ⑪から⑬までに該当しないとじ

盆単純人工骨頭

人工骨頭挿入術に用いる専用ステムであって、ステムとステムヘッ

ド部が一体となっており、分離不能な構造となっているものであるこ

と。

058 人工膝関節用材料

(I) （略）

問 機能区分の考え方

人工膝関節は、大腿骨側材料、腔骨側材料、膝蓋骨材料及びインサー

トに大別し、次に規定する使用部位及び闘定方法の違いによ り、それぞ

れ大腿骨側材料（5区分）、腔骨側材料（5区分）、膝蓋骨材料（2区分）

及びインサート（2区分）の合計11:_区分に区分する。

①～②（略） ， 
ー・

(3）機能区分の定義



①～④（略）

⑤ 大腿骨側材料・片｛日｜胞換用（II)

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

エ⑥に該当しないこど。

＠ 大腿骨側材料・片側世換用（阻）

次のいずれにも該当すること。

ア 膝関節の機能を代替するために大腿骨イJlljに使用する材料である

三よι
イ 置換する部イ立が片側l置換用 （左右又は前後の片側）であることB

ワ 同定方法が間接同定であるとと。

エ 摩耗粉を軽減するための以下の加工等が施されているものであ

って、その趣旨が薬事法承認事項又は認証事項に明記されているこ

よι
材質が表面酸化処理ジノレコニウム合金であるとと

包腔骨側材料・全置換用(I）・標準型

次のいずれにも該当すること。

ア～ワ（略）

エ ③に該当しないこと。

_@ 腔骨｛lli]材料・全置換用（ I)・特殊型

次のし、ずれにも該当すること。

ア～エ（略）

盛腔骨側材料・全置換用（II)

次のし、ずれにも該当することロ

ア～ワ（略）

盛腔骨側材料・片側置換月(I)

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

盛腔骨イ則材料・片側置換用（II)

①～④（略）

⑤ 大腿骨個lj材料・片側置換用（II)

次のいずれにも該当するこじ

ア～ウ（略）

＠＿腔骨｛日1財料・全世換用（ I)・標準型

次のいずれにも該当するととロ

ア～ウ（略）

エ Q2に該当しないことロ
Q2 腔骨側材料・全置換用（ I)・特殊型

次のいずれにも該当するとと。

ア～エ（略）

盆腔骨側材料・全置換用（II)

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

⑨腔骨側材料・片側置換用（ I)

次のいずれにも該当すること。

ア～ワ（略）

盛 ~fil骨イ則材料・片側置換用（ II)



次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

盛膝叢骨材料・膝蓋骨賢換用(I)

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ 金に該当しないこと。

Q 膝蓋骨材料・膝蓋骨世換用（阻）

次のいずれにも該当することη

ア～イ（略）

盛インサート(I)

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ 鐙に該当しないこと。

盛インサート（II)

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

061 固定用内副子（プレート）

(!) （略）

問機能区分の考え方

構造、使用部位及び材質により、ストレートプレート（4区分）、有

角プレート（2区分）、骨端周プレート （2区分）及びその他のプレー

ト（旦区分）の合計1工区分に区分する。
(3) 機能区分の定義

①～③（略）

⑨その他のプレート

ア（略）

イ 機能区分の考え方

使用目的及び構造により、標準（ヱ区分）及び特殊（2区分）の

次のいずれにも該当すること。

ア～ワ（略）

皇膝蓋骨材料 ・膝蓋骨置換用(I)

次のし、ずれにも該当すること。

ア（略）

イ 盆に該当しないとと。

盛膝叢骨材料・膝蓋骨置換用（ill)

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

盛インサート（ I ) 

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ 盛に該当しないこと。

盆インサー ト（II)

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

061 固定用内副子（プレー ト）

(1) （略）

問機能区分の考え方

構造、使用部位及び材質により、ス トレートプレート（4区分）、有

角プレート（2区分）、骨端用プレート（2区分）及びその他のプレー

ト （立区分）の合計1立区分に区分する。
(3）機能区分の定義

①～③（略）

＠ その他のプレート

ア （略）

イ 機能区分の考え方

使用目的及び構造により、標準（6区分）及び特殊（2区分）の

I • 



合計9区分に区分する。

i～辻（略）

副 標準・下顎骨・骨盤再建用二主準型

a （略）

b i よ＿ ii 亙~I土該当しないこと。

iv 槙準・下顎骨 ・ 骨盤再建用・三次元~~

次のいずれにも該当するとと内

a 下顎骨の再建に使用されるプレートであることロ

b 予め使用部位の骨の解剖j学的な形状を有しているとと。

c iから出に該当しないこと。

v 標準・人工顎関節用

顎関節として機能する人工骨頭を有する材料であるこ左。

Vl 標準・頭蓋骨閉鎖用・バーホーノレ型

次のいずれにも該当すること。

a～b （略）

vii 標準・頭蓋骨閉鎖用・クランプ型

次のいずれにも該当することG

a （略）

b 止に該当しないこと。

viii 特殊・骨延長用

頭蓋・顔面・上下顎骨の短縮又は伸長を目的として固定用内面U

子（スクリュー）、固定用金属ピン又は固定用内面j子（プレート）

ど併用して使用するものであることロ

ix 特殊・スクリュー非使用型

次のいずれにも該当すること。

a （略）

b viiに該当しないこと。

073 髄内釘

合計8区分に区分する。

i～且（略）

iii 標準・下顎’背・骨盤再建用

a （略）

b i盈_Qiiに該当しないこと。

IV 標準・人工顎閣節用

顎関節として機能する人工骨頭を有する材料であること。

v 標準・頭蓋骨閉鎖用・パーホール型

次のいずれにも該当するとと。

a～b （略）

vi 標準・頭蓋骨閉鎖用・クランプ型

次のいずれにも該当することロ

a （略）

b vに該当しないことo

vii 特殊・骨延長用

頭蓋・顔面・上下顎骨の短縮又は伸長を目的として回定用内副

子（スクジュー）、固定用金属ピン又は固定用内副子（プレー ト）

と併用して使用するものであること。

v温特殊・スクリュー非使用型

次のいずれにも該当すること。

a （略）

b viに該当しないこと。

073 髄内釘



(1) （略）

（副 機能区分の考え方

構造、使用目的及び材質により、髄内釘（5区分）、横止めスクリュ

ー（立区分）及びワッシャー ・ナット（1区分）の合計三L区分に区分す
る。

(3) 機能区分の定義

①～⑤（略）

＠ 横止めスクジ ュー ・標準型

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ ⑦丞立Rに該当しないこL
⑦ 横止めスクリュー・大腿骨頚部型

次のいずれにも該当すること。

ア～イ（略）

＠ 横止めスクリュー ・特殊型

次のいずれにも該当すること。

ア 櫛内釘に専用で使用される螺子であることの

イ 上腕骨近杭側に挿入し、骨折部の回旋防止に使用するものである

よよL
之螺子のヘッド部分に他の螺子を帰入するためのスクリ ューホー

ノレを有していること。

R ワッシャー・ナッ ト
次のし、ずれにも該当するこじ

ア～イ（略）

堕位置情報表示装置（プロープ ・ドリル）

ネイノレプロープとドリノレを共に含むもので、ネイルプロープは先端

にセンサーを内蔵し、電磁場を利用して髄内釘の位置情報を表示する

ための機器と併せて用いるものであること。

¥1) （略）

(2）機能区分の考え方ー

構造、使用目的及び材質により、髄内釘（5区分）、横止めスク リュ

ー （五区分）及びワッシャー ・ナット （1区分）の合計立区分に区分す

るロ

{3) 機能区分の定義

①～⑤（略）

⑤ 横止めスクリュー・ 標準型

次のいずれにも該当すること。

ア（略）

イ ⑦に該当しないこと。

⑦ 横止めスクリュー・大腿骨頭部型

次のし、ずれにも該当すること。

ア～イ（略）

@ ワッシャー・ナット

次のし、ずれにも該当すること。

ア～イ（略）

盛位置情報表示装置（プロープ・ドリル）

ネイノレブJロープと ドリノレを共に含むもので、ネイノレプロープは先端

にセンサーを内蔵し、電磁場を利用して髄内釘の位置・情報を表示する

ための機器と併せて用いるものであること。



117 植込型除細動器

(I) （略）

(2）機能区分の考え方

植込可能な部位、電極機能の有無等により、 E型iよ亙盆L、E型_lg_
E金L、W型（1区分）及びV型ー包亙盆L、の合計立区分に区分する。
(3）機能区分の定義

① （略）

② 植込型除細動器（III型）・霊準型

次のいずれにも該当すること。

ア～ウ（略）

エ ③主主阜に該当しないこと。

③植込型除細動器 （III型） ・MR I対応型

次のいずれにも該当すること。

ア 胸部に植え込みが可能なものであること，

イ 除細動器本体が除細動用電極の機能を有するものであること。

ウ 除細動放電パノレスが二本目性であることa

エ 本品を植え込んだJ患者において、侃像可能条件に適合する場合に

1. 5テスラの装置によるMRI検査が可能となる構造・機能を有す

るものであることロ

オ④から⑥に該当しないこと。

盆植込型除細動器（IV型）

次のいずれにも該当すること。

ア～エ（略）

鐙植込型除細動器（V型） 二塁準型

次のいずれにも該当すること。

ア～エ （略）

オ＠に該当しないこと。

⑤植込型除細動器（V型）・MRI対応型

次のいずれにも該当することの

117 植込型除細動器

(1) （略）

(2）機能区分の考え方

植込可能な部位、電極機能の有無等により、 E型、阻型、 IV型及びV

型の合計4区分に区分する。

(3) 機能区分の定義

①（略）

②植込型除細部J器（III型）

次のいずれにも該当すること。

ア～ク（略）

エ ③＇~に該当しないこ と。

.＠植込型除制動器（IV型）

次のいずれにも該当すること。

ア～エ（略）

c植込型除細動器（V型）

次のいずれにも該当すること。

ア～エ（略）



ア 胸部に植え込みが可能なものであることn

イ 除細動器本体が除細動用竜概の機能を有するものであることa

ウ 心房、心．室両方に電気刺激を与えるデュアノレチャンパ徐脈ベ｝シ

ング機能を有するものであることn

エ 房室伝導監視塑心室ベーシング抑止機能を有するものであるこ

主iー
オ本品を植え込んだ患者において、撮像可能条件に適合する場合に

1. 5テスラの装置によるMRI検査が可能となる構造・機能を有す

るものであること白

144 両室べーシング機能付き植込型除細動器

(l) （略）

凶 機能区分の考え方

リー ドの構造等により、単極又は双極月（2区分）及び4極用（1区

金Lの合計立区分に区分する。
(3) 機能区分の定義

① 単極又は双極周二塁準型

次のいずれにも該当すること。

ア 接続する左室リードの電極が単極又は双極であるとと。

イ ②に該当 しないこと。

② 単極文は双極周・ MRI対応型

次のいずれにも該当するこじ

ア 接続する左室リードの電極が単樹又は双極であるとと。

イ 本品を植え込んだ患者において、撮像可能条件に適合する場合に

1. 5テスラの装置によるMH.I検有が可能となる構造・機能を有す

るものであること。

@ 4極用

接続する左室ジー ドの電極が4揮であるこ と。

144 両室ベーシング機能付き植込型除細動器

(1) （賂）

(2）機能区分の考え方

リードの構造によ り、単極又は双極用及び4極用の合計2区分に区分

する。

問 機能区分の定義

① 単極又は双極用

接続する左室リードの電極が単傾又は双極であること。

~ 4極}fJ

接続する左室3ードの電極が4i極であること。



182 ノ勺レーン拡張型人工生体弁セッ ト

室益
次のいずれにも該当すること。

{!) 薬事法承認又は認証上、類別が ω「機披器具 ｛7）内臓機能代用器jで

あって、 一般的名称が 「経カテーテノレウシ心のう膜弁」であること。

(2) 狭窄した心臓弁に対し、バルーンカテーテノレを用いて経皮的に人工弁

を留置することを目的どした人工生体弁セットであることロ

183 血管内塞栓材

定益
次のいずれにも該当すること臼

(!) 薬事法承認又は認証上、類別が 「機械器具（51）医療用明管及び体液

誘導管jであって、一般的名称が「中心循環系血管内塞栓促進用補綴材l

及び f血管内塞栓促進用補綴材」であること。

(2) 出血に対して、カテーテノレを経由して血管内の適用部位に到達させ、

血流遮断又は塞栓を形成することを目的とするものであること。


